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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料  

令和６年３月１３日 

件   名 令和６年度省エネ・創エネ推進事業（案）について 

所管部課名 環境部環境政策課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内   容 

 

 

 

 

 令和６年度省エネ・創エネ推進事業（案）について、以下のとおり報告する。 

１ 省エネ・創エネ推進事業一覧（補助額 191,325 千円） 

事業の実施よる推定ＣＯ２削減量：約１,４４２ｔ 

種類 補助対象品目 予算金額／予定件数 

住
宅
関
係 

節水型トイレ補助金＜新規＞ 4,500 千円/150件 

ＺＥＨ・東京ゼロエミ住宅＜拡充＞ 
9,000 千円/ 50件 

※R5: 6,000千円/ 20件 

省エネリフォーム（ガラス・窓・断熱材・遮熱塗装） 11,500 千円/230件 

集合住宅・事業所等 LED照明  16,800 千円/ 80件 

太
陽
光
・
発
電 

太陽光発電システム＜拡充＞ 
57,200 千円/260件 

※R5:35,200千円/160件 

蓄電池＜拡充＞ 
15,000 千円/300件 

※R5: 7,100千円/142件 

家庭用燃料電池システム（エネファーム）  2,500 千円/ 50件 

自
動
車
関
係 

電気自動車・プラグインハイブリッド自動車・燃料

電池自動車・ミニカー・電動バイク＜拡充＞  

40,100 千円/405件 

※R5:30,200千円/310件 

戸建住宅向け充電設備 750 千円/ 30件 

低公害車買換え支援事業利子補給等 375 千円/ 10件 

そ
の
他 

再エネ 100 電力導入サポートプラン＜拡充＞ 
8,000 千円/400件 

※R5: 5,000千円/250件 

エアコン（省エネ新基準達成率 85％以上）＜拡充＞ 
25,000 千円/400件 

※R5:16,800千円/240件 

節湯型シャワーヘッド 600 千円/200件 

廃
止 

雨水タンク＜廃止＞ 

近年申請件数が少ないことから、補助メニューの見直しにより補助終了 
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２ 新規・拡充事業の予定 

（１）節水型トイレ設置費補助金 新規  

節水型トイレを設置した者に対して費用の一部を補助することで、区民

の節水にかかる取組の促進及び節水意識の向上を図る。 

ア 補助額及び予定件数 

一律 30千円 件数：150件 

イ 対象機器 

（ア）１回あたりの洗浄水量４.６リットル以下 

（イ）原則区内業者による施工が条件 

（２）ＺＥＨ・東京ゼロエミ住宅補助金 拡充  

足立区内において、ＺＥＨまたは東京ゼロエミ住宅を所有する者に対し

てその費用の一部を補助することで、環境への負荷の少ないクリーンエネ

ルギーの普及促進を図る。 

ア 補助額及び予定件数 

上限 300千円  件数：50件（30件増） 

イ 対象者 

国または都から補助金の交付を受け、区内にＺＥＨまたは東京ゼロエ

ミ住宅を所有し、そこに居住する個人 

（３）太陽光発電システム設置費補助金 拡充 

環境への負荷の少ないクリーンエネルギーの普及促進を図り、環境にや

さしいまちづくりと、地球規模での環境保全に寄与する。 

ア 補助額及び予定件数 

上限 240千円 件数：260件（100件増） 

※ 区内事業者を活用した場合は上限 288千円 

イ 対象者 

区内の建物に発電システムを設置した個人、事業者、集合住宅の所有者等 

（４）蓄電池補助金 拡充 

省エネルギー機器の普及促進を図り、脱炭素社会構築に向けた環境にや

さしいまちづくりに寄与することを図る。 

ア 補助額及び予定件数 

 一律 50千円 件数：300件（158件増） 

イ 対象者 

新品の蓄電池を区内の住宅に設置した個人   

（５）電気自動車等購入費補助金 拡充 

電気自動車、プラグインハイブリッド自動車及び燃料電池自動車のうち

四輪のもの、ミニカーまたは電動バイクを購入した者に対し、経費の一部

を補助し電気自動車等の普及促進を図る。 
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ア 補助額及び予定件数  

（ア）四輪自動車 

 一律 100千円 件数：400件（100件増） 

（イ） ミニカー、電動バイク 

一律 20千円 件数：5件（5件減） 

イ 対象者 

未登録の対象車両を新車で購入した個人または事業主 

（６）再エネ 100電力導入サポートプラン協力金 拡充 

一般家庭等向けに再エネ 100 電力（再生可能エネルギー100％由来の電

力）導入協力金を支給することで、電力契約の見直しを促進し、エネルギ

ー使用によるＣＯ２排出量を削減する。 

ア 交付額及び予定件数 

一律 20千円  件数：400件（150件増） 

イ 対象者 

一般家庭・商店・小規模オフィス 

※ 再エネ 100％の従量電灯Ｂ・Ｃの電力契約に限る。 

ウ 支給対象期間 

再エネ電力切替え後の連続する２年間（各年度毎に申請） 

（７）気候変動適応対策エアコン購入費補助金 拡充 

自宅に冷房機能が使用できるエアコンが１台もなく、以下の条件に該

当する世帯に支給する（生活保護受給者を含む）。 

① ６５歳以上の高齢者のみの世帯 

② ６５歳以上の高齢者と障がい者のみで構成される世帯 

③ 障がい者のみで構成される世帯 

④ ひとり親家庭等 

ア 補助額及び予定件数 

  上限 ① 70千円（非課税世帯・児童扶養手当受給世帯） 

② 40千円（上記①以外の世帯） 

件数：400件（160件増）※①②の合計 

イ 対象機種 

   統一省エネラベル（新ラベル）省エネ基準達成率 85％以上 

３ 今後の方針 

令和６年度当初予算が可決された際には、速やかに周知していく。 
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料  

令和６年３月１３日 

件   名 ｢足立区環境学習施設運営委託」公募型プロポーザルの特定結果について 

所管部課名 環境部環境政策課 

内 容 

足立区環境学習施設運営委託事業者選定委員会におけるプロポーザル方式

による審査の結果、以下の事業者を契約の相手方として特定したので、報告

する。 

１ 業務名 

足立区環境学習施設運営委託（新名称：足立区環境情報プラザ） 

２ 業務目的及び内容 

本施設は、旧あだち再生館の環境講座等の事業と旧荒川ビジターセンタ

ーの生物多様性に関わる事業を引き継いで設置する、環境に関する総合的

な情報発信施設である。 

２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロといった環境問題や、自然環境に関

する情報を様々な形で区民に提供し、区民の環境意識の向上を図る。 

（１）脱炭素を中心として区民の行動変容を促すため、全地域学習センター 

等での環境出張講座の実施及び保育園等への出張講座の実施 

（２）脱炭素や自然環境に関するパネル展の実施 

（３）荒川をはじめとした区の自然を身近に感じ、関心・理解を深められる 

自然観察会等のプログラム 

（４）施設来訪者への脱炭素に関わる補助金や施設事業の案内業務など 

３ 特定した相手方 

（１）事業者名 ヤオキン商事株式会社（代表者 伊藤 治光） 

（２）所在地  東京都足立区足立４－２８－１０ 

４ 申込事業者数 

 １事業者 

５ 提案価格 

５３，７０２，０００円（税込） 

６ 業務期間 

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 ※ 令和６年度当初予算が可決されることが条件 

※ 履行状況が良好な場合に限り、最長２回まで（令和９年３月３１日まで） 

契約を更新することができる。 



６ 
 

７ 特筆すべき提案概要、評価した理由・ポイント 

（１）区民向けの環境講座などで、脱炭素、ごみの減量、生物多様性につい

てバランスよく、また特色のある企画が提案されていること。 

（２）電子地球儀の導入やエコドライブのパネル展示など、来場者の興味を

ひく意欲的な取組みが期待できること。 

（３）生物多様性の問題に詳しい財団法人日本生態系協会などの機関と協働

が提案されていること。 

８ 特定までの経緯 

（１）公募期間 令和５年１０月２７日から令和５年１１月６日まで 

（２）選定委員会 

ア 委員会開催状況 

 開催日 内 容 審査事業者数 

第１回 １０月２３日 
選定方法や評価項目等の

確認 
－ 

第２回 １２月１８日 
第一次選考（提案書提出

者の選定：書類審査） 
１事業者 

第３回 ２月８日 

第二次選考（事業者の特

定：プレゼンテーション、

ヒアリング） 

１事業者 

イ 委員構成（計５名） 

種別 氏 名 役 職 等 

学識経験者 

石田
い し だ

 好広
よしひろ

【委員長】 

目白大学 人間学部 

児童教育学科 教授 

崔
さ い

  錦
き ん

丹
た ん

 
東京理科大学 工学部 

電気工学科 助教 

区 民 
金子
か ね こ

 勝
か つ

治
じ

 足立区本木・水辺の会 

茂木
も ぎ

 福美
ふ く み

 足立区女性団体連合会 副会長 

区職員 山坂 延央 パークイノベーション推進課長 

ウ 審査項目及び審査結果【別紙参照】 

別紙「足立区環境学習施設運営委託提案書特定の評点表」のとおり 

９ 今後の方針 

業務委託評価委員会で目的の達成度合いの視点から、検証を行う。 

  



【足立区環境学習施設運営委託提案書特定の評点表】

足立区環境学習施設運営委託提案書提出者特定結果（第一次）

経営状況 　経営状況は安定しているか。 　資本金・売上高等、財務諸表等 100 60

コンプライアン
ス体制

　適切な労働環境が整備されている
か。

　就業規則および３６協定の有
無、チェックシートの内容

100 100

　業務に有用な資格や業務経験豊か
な技術職員を有しているか。

　保有する技術者数とその資格の
種類、内容

100 64

　同種または類似業務の実績 　同種、類似業務の実績数 100 80

事業者の方針
　当業務に対する取組み意欲、見識
はあるか。

　業務目的に合った取組みを行っ
ているか。

100 64

社会的貢献度 　社会・地域に貢献しているか。
　ISO14001の取得状況、ワークラ
イフバランス認定企業、災害協定
等

50 42

25 25

435

足立区環境学習施設運営委託提案書提出者特定結果（第二次）

評価項目 評価の視点 指標
最高点

(委員５名の合計)
Ａ者

業務方針
　当施設の特性や業務の理解度は十
分か。方針は的確か。

　業務内容の理解度、方針の的確
性、足立区脱炭素ロードマップ等
への理解

75 54

業務執行技術力
　足立区環境学習施設従事予定者の
資格や実績、技術・能力から、適性
があるか。

　配置予定の従事者の資格、実
績、技術、能力

75 54

業務遂行力 　実施体制、人員配置は適切か。 　実施体制、配置計画の適切性 75 51

日常業務・
窓口対応・

展示物・広報

　展示物（館内だけでなく館外での
パネル展示を含む）の企画、運営、
蔵書の整理・保管、生き物管理、窓
口・電話接遇、定期情報紙の内容

　具体性、企画力、独自性、集客
力、更新度合

75 57

講座・
プログラム

　講座・プログラムの企画・内容 　独創性、企画力、具体性、効果 125 90

安全管理・
危機管理体制

　事故・災害等の防止対策、発生時
の対応、個人情報保護対策

　対策・対応策の具体性、有効性 50 38

プレゼンテー
ション

　説明が論理的で説得力があるか。
的確な応対や冷静な議論ができる
か。コミュニケーション能力がある
か。資料がわかり易いか。

　説得力、論理力、質問把握、回
答の的確性、コミュニケーション
能力、資料作成力

75 57

25 25

15 -

426

評価項目 評価の視点 指標
最高点

(委員５名の合計)
Ａ者

※ 合格基準点は、総合計の６割として評価を行った。

区内に本店があり対象業務区域が区内の場合

総合計（満点＝５７５点）

事業者の業務執
行技術力

区内に本店がある事業者の場合５点加算

区内に支店があり対象業務区域が区内の場合

計

計

※ 提案書提出者の選定基準点は、総合計の６割として評価を行った。

総合計（満点＝５７５点）

別紙

７
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料  
 

令和６年３月１３日 

件   名 令和６年度環境学習の展開（案）について 

所管部課名 環境部環境政策課 

内 容 

令和６年度は、環境問題について「そのうち誰かが解決してくれる課題」

から「今、自ら引き受ける課題」へと意識付けし、行動変容に結び付く啓発

情報の発信を行っていく予定である。 

ついては、以下のとおり環境学習の展開（案）について報告する。 

１ 脱炭素を意識した環境学習 

  脱炭素に向けた意識改革や行動変容のきっかけを幅広い世代に提供して

いく。新たに一般向け講座を実施するとともに、小・中学校出前講座の回

数を拡充する。 

（１）一般向け講座「環境講演会」【新規】 

   広く区民全般を対象とし、脱炭素社会の実現に向けた意識・行動変容

につながる情報を発信する。脱炭素だけでなく、生物多様性などについ

ての講座も展開していく。 

  ア 開催規模 

３０人×１０回の開催を予定 

  イ 企画例 

    ① 本当に怖い！地球温暖化 

    ② 海ごみってな～に？落語でオモシロ楽しく学ぼう！ 

    ③ あだちの水辺調査隊（継続） 

（２）小・中学校向け環境学習出前講座【拡充】 

   環境問題をテーマにした講座を出前方式で実施し、環境問題に関する

興味を喚起し、実際の行動に結びつけていく。 

ア 開催規模 

４５回から６５回に実施数を拡充し、７０人×６５回の開催を予定 

イ 企画例 

① 気象予報士と一緒に、大雨へのそなえを考えよう！ 

    ② ゲームを通して学ぼう！私たちの生活とＳＤＧｓ 

 ※ 「地球にやさしいひとのまち」ポスターコンクールは、講座の拡充

に注力するため終了とする。 

 



９ 

２ 足立区環境情報プラザの開設 

  旧あだち再生館と旧荒川ビジターセンターを統合した足立区環境情報プ

ラザを開設。脱炭素への気づきや行動変容を中心とした講座を地域学習セ

ンター、保育園等で実施を予定している。 

（１）開催規模 

地域学習センター：２０人×８０講座以上 

保育園等    ：３０人（平均）×４０講座以上 

（２）企画例 

① 意外に知らない電気自動車の世界 

② 煮干しの解剖をして海の環境を学ぼう 

③ ごみ分別ゲーム 

３ 環境学習ツアーの見直し 

  長野県山ノ内町及び栃木県鹿沼市で実施しているツアーについて、脱炭

素に関する活動の追加も検討 

４ 今後の方針 

  各事業を通じて、脱炭素への区民の気づきや実践を後押しする。 
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 事 項 

令和６年３月１３日 

件   名 集団回収業者支援金の増額（案）について 

所管部課名 環境部ごみ減量推進課 

内   容 

 区では、集団回収の方法により古紙（新聞・雑誌類・段ボール）の回収を

行っている集団回収業者に対して、集団回収業者支援金を支給している。 

燃料費や人件費等が高騰している状況を考慮し、令和６年度より支援金を

増額する予定である。 

１ 業者支援金の変更案 

（１）変更案 

ア 基準額７円     ⇒「９円」に増額する。 

イ 支給単価上限３円 ⇒「上限なし」に変更する。 

  【基準額の考え方】 

   業者支援金の基準額 ＝ １kgあたりの回収経費 

             ↓ 

（算出式）１日あたりの回収経費 ※ ÷ １日あたりの平均回収量 

※ 回収経費は人件費や燃料費等を積上げて算出している。 

 

（２）増額する背景 

  ア 人件費や燃料費の高騰に伴い、１日あたりの回収経費が増えてい

る。 

  イ 1日あたりの平均回収量が減っている。 

２ 業者支援金の支給方法 

  基準額と古紙市況価格との差額が、１kgあたりの支給単価となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 今後の方針 

令和６年度当初予算が可決された際には、新基準にて運用を開始する。 

  今後も燃料費や人件費等の動向については引き続き注視していく。 
 

支給されない 
差額４円が 
支給単価 

 
【業者支援金】 

基準額＜市況 基準額＞市況 基準額＝市況 

支給されない 



   １１ 

産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料  
令和６年３月１３日 

件   名  AIシステムを利用した食品ロス削減実証事業の進捗について 

所管部課名 環境部ごみ減量推進課 

内  容 

１ 実証事業の進捗について 

月別の来客予測一致率及び食品ロス排出量 

 

１１月からデータ取得が本格化し、以下の結果となった。 

（１）食品ロス排出量 

ア １２月はセールによる売り切りがあったため大幅に減少した。 

イ １月は臨時休業及び短時間営業があったため１２月と比べると 

増加した。 

（２）来客の予測精度については、徐々に向上している。 

２ 現状の課題 

（１）来客の予測データの精度が徐々に高くなっているが、大きく外す

日があるなど、予測精度が安定していない。 

（２）予測データを仕入れや仕込みに活用しきれていない。 

（３）データ入力操作にサポートが必要な店舗がある。 

３ 今後の対応 

（１）来客予測を大きく外す要因であるイベント情報をヒアリングで把

握し、事前にシステムへ入力することで、予測精度を高める。 

（２）予測データの有効な活用を促すため、面談時にデータの見方や活 

用方法などのアドバイスを実施する。 

（３）定期的に参加店舗との面談を実施し、課題の把握及び解決策の検 

討、実証事業のサポートを実施する。 

４ 実証事業参加店舗との協定解除について 

  実証事業参加店舗のうち１店舗から、閉店により実証事業参加を辞 

退する旨の申し出があったため事業にかかる協定を解除した。 

  閉店日及び協定解除日 令和６年１月３１日 

 

11月 12月 1月
食品ロス排出量（㎏） 192.99 81.97 109.76
来客予測一致率（％） 73.8 74.4 79.1

0

50

100

150

200

250

71
72
73
74
75
76
77
78
79
80

食品ロス排出量（㎏） 来客予測一致率（％）

％ ㎏ 



１２ 
 

産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料  

令和６年３月１３日 

件 名 足立清掃事務所施設の改築に関する考え方について 

所管部課名 環境部足立清掃事務所 

内 容 

 足立清掃事務所の改築に関する考え方について、以下のとおり報告する。 

 

１ 改築の背景 

（１）令和４年、令和５年と女性から作業員採用選考の申込みがあるなど、

今後女性作業員の採用が見込まれる一方、現施設は男性作業員のみを対

象として設計されている。 

（２）一般の来所者もある中、バリアフリーの面で課題がある。 

（３）機械・電気設備が地下にあり、水害に対して脆弱である。 

 

２ 改築に当たっての基本的な考え方 

（１）女性職員採用を想定した設備の設置（休憩室、更衣室、トイレ、洗身

設備等）、職員構成（常勤、会計年度任用、派遣）の変化に対応し得るレ

イアウトなど、将来の事務所体制に合わせた施設の構築 

（２）多目的トイレの適切な場所への設置、有料ごみ処理券購入者等外部来

所者の動線に対する配慮、施設内の段差解消やエレベーター設置など、

バリアフリー化の実現 

（３）現在、地下に設置されている機械室・電気室等の水害時における脆弱

性を解消 

（４）熱中症対策の充実のため、作業員の動線を考慮した休憩スペースの設

置、冷房設備の充実 

 

３ スケジュール（案） 

  令和６年度   基本計画策定 

    ７年度   基本計画に基づく仕様及びコストの検討・精査 

    ８年度以降 基本設計・実施設計の作成 

          市場動向や財政状況を勘案して着工時期を検討 

 

４ 今後の方針 

（１）市場の動向を注視しつつ、改築経費の抑制に向け、ＺＥＢ化も含めて

工事内容を検討・精査していく。 

（２）地中障害物、土壌汚染に関する状況確認を進める。 

（３）将来の清掃事務所体制を見据えた必要面積等の精査を進める。 

（４）東京二十三区清掃一部事務組合と十分な調整を行う。 

 
 



１３ 
 

産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料  

令和６年３月１３日 

件   名 工場の省エネ機器更新に係る新たな補助制度新設（案）について 

所管部課名 環境部生活環境保全課 

内   容 

令和６年度からＣＯ２削減に向けた新たな取組みとして、認可工場が「省エ

ネルギーにつながる環境に配慮した設備・機器」に更新する際の補助制度の新

設を予定している。 

１ 目的 

工場の生産設備等は、消費電力および燃料使用量が大きいものの、更新に

多額の費用が必要なため、古い機器を長く使用している事業者が多い。その

ため、省エネ型機器への更新費用を補助し、製造事業者の脱炭素への取組み

を促進する。 

２ 補助金の名称 

  足立区省エネルギー対策工場設備更新補助金 

３ 補助要件、効果 

省エネ診断（※）を予め受診し、省エネ診断報告書によりＣＯ２排出量の

１０％以上の削減が見込まれる機器更新に対して補助金を交付する。 

※ 国または都に登録している機関の資格を有する者が診断 

 

４ 今後の予定 

  令和６年度当初予算が可決された際には、次の方法で周知を行う。 

（１）区内金融機関および商工会議所等への協力依頼および会合等に出席し、

説明を行う。 

（２）対象事業者へのチラシ送付 

（３）区ホームページ・ＳＮＳ等での啓発 

項 目 新補助金制度 備 考 

補助要件 
「省エネ診断」により、削減効果が

１０％以上見込まれること 
 

対象事業者 

① 中小規模の製造業（認可工場） 

② ３年以上事業を営んでいること 

③ 今後、５年間事業を継続すること 

エネルギー使用量の

多い製造業を対象と

する 

対象経費 生産設備等の省エネ機器への更新  

補助額 １００万円～５００万円 補助率１/２ 

予算額 ３０００万円  

ＣＯ２削減量 １０．７トン ６件申請での見込み 

 


